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外郭施設（護岸、突堤等） 
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上部工のひび割れ 上部工の欠損

詳細調査の有無、実施内容と結果概要

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

有

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和49年

部材名 上部工

■ 無 □

断面図

施設種類 護岸 構造種類 ｺﾝｸﾘｰﾄ単塊式 建設年度

No.1No.14 護岸

対象 老朽化
施設 度 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7

a
係船岸の性能を損なうような損傷
がある。

幅3mm以上のひび割れがある。

広範囲に亘り鉄筋が露出してい
る。

幅3mm未満のひび割れがある。

局所的に鉄筋が露出している。

d 変状なし。

a
性能に影響を及ぼす程度の欠損が
ある。

幅1cm以上のひび割れがある。

小規模な欠損がある。

c 幅1cm未満のひび割れがある。

d 変状なし。

変状調査項目
スパン毎の老朽化度の評価

d

確認される変状の程度調査方法調査位置

・ひび割れ、剥
離、損傷
・鉄筋露出
・劣化の兆候な
ど

bb

重力式
係船岸

bb

ddd

b b

c

コンクリートの劣
化、損傷

目視

目視

コンクリートの劣
化、損傷
(無筋の場合)

上部工

本体工
（側壁、ス
リット部）

dbd
b・ひび割れ、剥

離損傷、欠損
・劣化の兆候な
ど

c

b
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■ □

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

コスト縮減効果

※一部スパンのみ打替え工法の為1.8百万円加算されている

工法名 断面修復

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

上部工欠損箇所等の補修

シナリオ設定工法

No.2

選定工法

検討された工法

機能保全計画の比較工法

No.14 護岸ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅰ-C-３、Ⅱ-Ｄ-１

上部工の大部分に欠損、ひび割れが確認され、機能が低下している状態である。

取付護岸としての機能が維持されるように対策工法の検討を行う。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 33

実施された工法 No.14 護岸ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅰ－Ｃ－３
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老朽化（全景） 上部工の欠損 上部工のひび割れ

構造種類 ｺﾝｸﾘｰﾄ単塊式 建設年度

No.1No.15 護岸

詳細調査の有無、実施内容と結果概要

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

有

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和48年

部材名 本体工

■ 無 □

断面図

施設種類 護岸
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■ □

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

コスト縮減効果

No.2

選定工法

検討された工法

機能保全計画の比較工法

No.15 護岸ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅰ-Ｃ-３、Ⅱ-Ｄ-１

工法名 断面修復工法

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

上部工の老朽化補修

シナリオ設定工法
上部工の全延長にわたり欠損（a判定）が確認されており、

施設の機能が低下している状態である。用地護岸の機能が

維持されるように上部工の対策を検討する。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 51

実施された工法 No.15 護岸ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅰ-Ｃ-３
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施設種類 護岸 構造種類 ｺﾝｸﾘｰﾄ単塊式 建設年度

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

No.1

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 上部工、胸壁工

詳細調査の有無・実施内容

□ 無 ■ 有 ・エプロンコア抜き（空洞化の確認）：漁業関係者からの情報から空洞化が懸念。空洞化あり。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和30年度

断面図

No.16 護岸

老朽化
度 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12 No.13 No.14 No.15 No.16 No.17 No.18 No.19 No.20 No.21

隣接するスパンとの間に20cm以上の

スパン毎の老朽化度の評価
調査項目 調査方法 変状 確認される変状の程度調査位置

d 変状なし。

a
性能に影響を及ぼす程度の欠損があ
る。

幅1cm以上のひび割れがある。

小規模な欠損がある。

c 幅1cm未満のひび割れがある。

d 変状なし。

a
点検単位長に亘り、消波工断面がブ
ロック1層分以上、減少している。

b
点検単位長に亘り、消波工断面が減
少している。（ブロック1層未満）

c
消波ブロックの一部が移動（散乱・
沈下）している。

d 変状なし。

a
欠損しているブロックが1/4以上あ
る。

b
ａとｃの中間的な変状がある。

c
欠損や部分的な変状があるブロック
が複数個ある。

d 変状なし。

護岸の背後の土砂が流出している。

護岸の背後の地盤が陥没している。

b
目地に顕著な開き、ずれがある。

c
目地に軽微な開き、ずれがある。

d 変状なし。

d d d a dd d d d d d

d d d dc c c c c c c

d d d d dd d d d d d

d dd d d d d d d d d

d d dd d d d d d
護岸の背後又
は本体

陥没、吸出し 目視

沈下、陥没、目地ずれ等が
起きている箇所
・護岸背後の状態

・目地の開き、ずれ

a

d

c c c c c c目視
・消波ブロックの損傷、
亀裂
・欠損ブロックの個数

c c c c

・消波工の天端、法面、
法肩等の変形
・消波ブロックの移動や
散乱

d d dd d d

dd

d d d d

d d ・ひび割れ、損傷、欠損
・劣化の兆候など bb db d d d

移動、散乱、沈下 目視

損傷、亀裂

コンクリートの劣化、損傷
（無筋の場合）

目視

消波工

d 変状なし。

a
防波堤の性能に影響を及ぼす程度の
欠損がある。

幅1cm以上のひび割れがある。

小規模な欠損がる。

c 幅1cm未満のひび割れがある。

d 変状なし。

中詰材等が流出するような穴開き、
び割れ 欠損がある

a a胸壁
コンクリートの劣化、
損傷

目視
・ひび割れ、損傷、欠損
・劣化の兆候など a bb a a a a b b a ba a a a ab b a a

胸壁工の老朽化

胸壁工の老朽化
空洞化調査
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■ □

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

コスト縮減効果

選定工法

工法名 本体工腹付け、胸壁工・エプロン打ち直し

工法決定要因

No.2

シナリオ設定工法

水中

検討された工法 No.16 護岸

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

胸壁の損傷、本体工の吸出し、に対する対策検討を行う。

機能保全計画の比較工法

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ-Ｄ-１，Ｄ-２

シナリオ概要

胸壁において大きな損傷が確認され、一部の本体工で吸出しが確認されている。

現時点で性能限界に到達していると考えられるため対策実施が必要である。
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スパン1-2

スパン3-21

スパン20

No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 93

実施された工法 No.16 護岸ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ－Ｄ－１

上２図面とは逆方向からの図
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段差 空洞

No.17 護岸

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

No.1

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 水叩き裏法

詳細調査の有無・実施内容

□ 無 □ 有 地中レーダー探査、水叩きのコンクリート削孔

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

平成6年3月

平面図・断面図

施設種類 重力式護岸 構造種類 コンクリート 建設年度

a
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■ □

（比較工法を掲載）

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

（採用した工法・断面図）

コスト縮減効果

シナリオ概要

選定工法

工法名 沈下部盛土補修+被覆コンクリート更新

工法決定要因

機能保全計画の比較工法

No.2検討された工法 No.17 護岸ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ-Ｄ-１，２

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

初回対策後は事後保全型シナリオとして設定する。

シナリオ設定工法

シナリオ①：沈下部盛土補修+

被覆コンクリート更新
シナリオ②：堤防道路更新

シナリオ③：堤防道路更新+

呼吸防止マット設置
シナリオ④：施設更新

スパン１～４に空洞化が確認され広範囲で沈下が進行しており、施設の機能が低下している

状態である。また、後背地が住宅地である等の漁港特性も考慮し、対策を検討する。
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断面図

　コンクリート取壊し後の空洞化箇所確認 盛土補修状況

補修前 補修後

No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 36

検討された工法 No.17 護岸コンクリート構造物：Ⅱ-D-1

【対策工事説明】

既設コンクリートを取壊した後に

空洞化の見られた盛土を修復する。

その後、被覆コンクリートを新規に

打設し、施設機能を回復する。
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本体工の欠損 本体工の欠損 上部工のひび割れ、欠損

施設種類 護岸 構造種類 方塊積み式 建設年度

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

No.1

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 本体工

詳細調査の有無・実施内容

□ 無 ■ 有
・潜水目視：本体工欠損、・圧縮強度試験：健全、
・静弾性係数試験：健全、・残存膨張量試験：アルカリ骨材反応による膨張の恐れなし。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和40～44年度

断面図

No.18 護岸

 
４． ３５

０． ８ ３． ３ ０． ２５

＋ １． ６ ３
１ ： １ ０ ０．

２
０．

３

０． １ ０． １０． ３

０． ５

０．
５

０．
２

＋ １ ． ３ ０

＋ ０． ５ ０

－ ０． ８ ０

－ ２． １ ０

１． ２ ０

１． ５ ５

１． ９ ０

－ ３． ３ ０

－ ３． ８ ０

３． ２ ０

－ ３． ０ ０

Ｌ． Ｗ． Ｌ ± ０． ０ ０

１
：

１

１
：

１

対象

施設 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5
調査位置 調査方法 変状調査項目

スパン毎の老朽化度の評価
老朽化度 確認される変状の程度

a
性能に影響を及ぼす程度の欠損
がある。

幅1cm以上のひび割れがある。

小規模な欠損がある。

c 幅1cm未満のひび割れがある。

d 変状なし。

a
波返工の性能を損なうような損
傷がある。

複数方向に幅3mm程度のひび割
れがある。

広範囲に亘り鉄筋が露出してい
る。

一方向に幅3mm程度のひび割れ
がある。

局所的に鉄筋が露出している。

d 変状なし。

貫通ひび割れから土砂が流出し
ている兆候がある。

部材表面に対して面積比で10％
以上の欠損がある。

b
部材表面に対して面積比で10％
未満の欠損がある。

貫通ひび割れはあるが土砂が流
出している兆候はない。

幅1cm以上の非貫通ひび割れが
ある。

d 変状なし。

本体工

重力式
護岸

目視 b

a

b

コンクリートの劣化、損
傷
（無筋の場合）

コンクリートの劣化、損
傷
（無筋の場合）

・ひび割れ、損傷、欠
損
・劣化の兆候など

ｂ ｂ ｂ

ａ

ｂ

ａ ａｂ

ｂ

c

c

ａ

目視

目視

上部工

コンクリートの劣化、損
傷
（RCの場合）

・ひび割れ、剥離、損
傷
・鉄筋露出
・劣化の兆候など

 ・ひび割れ、損傷、
欠損
・劣化の兆候など
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■ ■

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

コスト一覧表

コスト縮減効果

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ-Ｂ-１，Ｄ-２ No.18 護岸 No.2

シナリオ設定工法

水中

対策方針

適用範囲 水上

本体工の欠損及びひび割れ対策

検討された工法

機能保全計画の比較工法

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

シナリオ概要

工法決定要因

選定工法

工法名 腹付け（断面修復）工法

L.W.L ±0.00

1.10

+1.30

+0.50

-0.80

-3.00

0.250.80

4.35

3.30

1:1.0

1:
1.
0-3.30

-3.80

-2.10

1.00腹付けコンクリート
(水中コンクリート)

0.82

既設基礎工撤去

補強筋

L.W.L ±0.00

3.20

+1.30

+0.50

-0.80

-3.00

0.250.80

4.35

3.30

1.55

1:1.0

1:
1.
0-3.30

-3.80

-2.10

1.90

2.20

1.20

2.70

土留め鋼矢板SP-Ⅲ型
　　L=8.00ｍ

既設撤去・断面更新

3.20

0.250.80

4.35

3.30

1:1.0

1:
1.
0

L.W.L ±0.00

+1.30

+0.50

-0.80

-3.00

1.55

-3.30

-3.80

-2.10

1.90

1.20

2.20

0.80 2.40

1.00

既設基礎工撤去

【シナリオ１】 流動化コンクリートによる断面補修 【シナリオ２】 断面の更新① （法線現状）

【シナリオ３】 断面の更新② （法線前出し）

当該護岸の本体工は全体的に老朽化が進んでおり、骨材の露出、ひび割れ、多数の欠損

が生じている。欠損の深さは最大０．３ｍ程度である。そのため、「ひび割れ補修工法」

「表面保護工法」ができず、「断面補修工法」が基本となる。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 215

実施された工法 No.18 護岸ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ－Ｂ－１

L.W.L ±0.00

1.10

+1.30

+0.50

-0.80

-3.00

0.250.80

4.35

3.30

1:1.0

1:
1.
0-3.30

-3.80

-2.10

1.00腹付けコンクリート
(水中コンクリート)

0.82

既設基礎工撤去

補強筋

＜着工前＞ ＜完成＞

71



本体工のひび割れ 本体工のひび割れ

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

有
（実施内容）

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和33年～平成10年

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 本体工

詳細調査の有無・実施内容

■ 無 □

平面図・断面図

施設種類

No.1
係船護岸 構造種類 ブロック積式 建設年度

No.19 護岸

a
中詰材等が流出するような穴開
き、ひび割れ、欠損がある。

複数方向に幅3mm程度のひび割
れがある。

広範囲に亘り鉄筋が露出してい
る。

一方向に幅3mm程度のひび割れ
がある。

局所的に鉄筋が露出している。

d 変状なし。

a
性能に影響を及ぼす程度の欠損
がある。

幅1cm以上のひび割れがある。

小規模な欠損がある。

c 幅1cm未満のひび割れがある。

d 変状なし。

本体工

コンクリートの劣化、損
傷
（RCの場合）

目視
・ひび割れ、剥離、損
傷、欠損
・劣化の兆候など

― ― ― ― ― ―

b

c

― ― ― ―

コンクリートの劣化、損
傷
（無筋の場合）

目視
・ひび割れ、損傷、欠
損
・劣化の兆候など

d d d d c d d d b bb

対象 老朽化

施設 度 No.11 No.12 No.13 No.14 No.15 No.16 No.17 No.18 No.19 No.20

隣接するスパンとの間に20 以

調査位置 調査項目 調査方法 変状 確認される変状の程度
スパン毎の老朽化度の評価

護岸の背後の土砂が流出してい
る。

護岸の背後の地盤が陥没してい
る。

b
目地に顕著な開き、ずれがあ
る。

c
目地に軽微な開き、ずれがあ
る。

d 変状なし。

護岸の背後又は
本体

陥没、吸出し 目視

沈下、陥没、目地ずれ等
が起きている箇所
・護岸背後の状態
・目地の開き、ずれ

a

d d d d b bd d d d
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■ ■

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（採用した工法・断面図）

工法名 コンクリート腹付工法

No.19 護岸

工法決定要因

No.2

コンクリートの劣化に着目して、本対工に対する対策工法の検討を行う。

シナリオ設定工法

水中

検討された工法

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

シナリオ概要

選定工法

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅰ-Ｂ-１，２，Ⅱ-Ｂ-１，C-２

機能保全計画の比較工法

本体工に最大幅3cm程度のひび割れ、階段部の欠損、間知ブロックに目地の開きがあり、

施設機能に影響を及ぼす恐れがある。コンクリートの劣化に着目して本体工への工法を検討する。

73



断面図

コンクリート腹付詳細

[補修前] [補修後]

No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
対
策
工
法
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 141

実施された工法 No.19 護岸コンクリート構造物：Ⅱ-Ｂ-１，C-２
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老朽化の状況（写真）

昭和33年～昭和37年

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 上部工

詳細調査の有無・実施内容

□ 無

平面図・断面図

施設種類 重力式護岸 構造種類 直立式（コンクリート単塊式） 建設年度

■

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

有 水中詳細調査、空洞化調査：空洞化を確認

老朽化度・健全度評価の結果

No.1No.20 護岸

上部工

貫通ひび割れから土砂が流出し
ている兆候がある。

部材表面に対して面積比で10％
以上の欠損がある。

b
部材表面に対して面積比で10％
未満の欠損がある。

貫通ひび割れはあるが土砂が流
出している兆候はない。

幅1cm以上の非貫通ひび割れが
ある。

d 変状なし。

護岸の背後の土砂が流出し

コンクリートの劣化、
損傷
（無筋の場合）

目視

上部工

・ひび割れ、損傷、欠
損
・劣化の兆候など

a

a a c b c

c

c a c b c

対象

施設 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10

老朽
化度

調査位置 調査方法調査項目 変状 確認される変状の程度
スパン毎の老朽化度の評価

②（海側に対し：45度）

⑧（海側に対し：315度）

①（海側に対し：0度）

⑥（海側に対し：225度） ⑦（海側に対し：270度）

④（海側に対し：135度）

⑤（海側に対し：180度）

③（海側に対し：90度）

⑦ ⑧

①

②③④

⑤

⑥

【空洞化調査】

ひび割れ

欠損
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■ □

（比較工法を掲載）

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

コスト縮減効果

工法決定要因

機能保全計画の比較工法

シナリオ設定工法

No.20 護岸ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅰ-Ｂ-２，Ⅱ-Ａ-３，Ｄ-１ No.2

水中

検討された工法

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

コンクリートの劣化に着目して、上部工、本対工に対する対策工法の検討を行う。

シナリオ概要

選定工法

工法名 断面修復（打換工法）

施設に最大16cm程度の沈下、本体工に最大で幅60cm程度の欠損、上部工に

最大で幅6cmのひび割れ、上部工背後（水叩工）に最大で13.5cm厚さの空洞化が

確認された。上部工、本体工に対する対策工法を検討する。

上部工補修ＬＣＣ比較

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

0 10 20 30 40 50 60

経過年数（年）

コ
ス
ト

（
百
万

円
）

シナリオ① シナリオ② シナリオ③
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補修後

千円/m

写真（補修前・補修後）

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 44

実施された工法 No.3No.20 護岸コンクリート構造物：Ⅱ－Ｄ－１

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

補修前

1.85

As

2.15

1
：
0
.
2
5

法
線

1:1.0

舗装復旧 L=2.42m

0.50

基礎砕石 t=0.15m

側壁打直し

コンクリート殻充填

盛土

基礎砕石 t=0.2m

水叩き舗装 t=0.2m

+4.10
+3.84

+3.13 H.W.L. +3.20

L.W.L ±0.00

0
.
5
0

上部工補修
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遠景 矢板の開孔（水中）

老朽化の状況（写真）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 鋼矢板等

詳細調査の有無・実施内容

□ 無 ■ 有
・潜水目視：穴あき１箇所。
・肉厚調査：許容腐食量程度まで腐食している箇所が多い。

No.21 護岸 No.1

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

施設種類 護岸 構造種類 鋼矢板 建設年度 昭和37～45年度

断面図

対象

施設 No.8 No.9 No.10 No.11

隣接する上部工との間に20cm以
上の凹凸がある。
性能を損なうような法線のはら
み出しがある。
法線のはらみ出しがある。
隣接する上部工との間に10～
20cm程度の凹凸がある。

c
上記以外の場合で、隣接する上
部工との間に10cm未満の凹凸が
ある。

d 変状なし。

a
防波堤の性能を損なうような損
傷がある。
幅3mm以上のひび割れがある。
広範囲に亘り鉄筋が露出してい
る。
幅3mm未満のひび割れがある。

局所的に鉄筋が露出している。

d 変状なし。
腐食による開孔や変形、その他
著しい損傷がある。
開孔箇所から裏理材が流出して
いる兆候がある。
L.W.L付近に孔食がある。

全体的に発錆がある。

c 部分的に発錆がある。

d
付着物は見られるが、発錆、開
孔、損傷は見られない。

a 欠陥面積率10%以上

b 欠陥面積率0.3%以上10%未満

c 欠陥面積率0.03%以上0.3%未満

d 欠陥面積率0.03%未満

a
鋼材が露出し、錆が発生してい
る。
被覆材に鋼材まで達するすり
傷、あて傷、はがれ等の損傷が
生じている。
保護カバー等に欠損がある。
被覆材に鋼材まで達していない
すり傷、あて傷、はがれ等の損
傷がある。
保護カバー等に損傷がある。

d 変状なし。

- - - -

-

a

目視

有機被
覆、ﾍﾟﾄﾛﾗ
ﾀﾑ被覆、ﾓ
ﾙﾀﾙ被覆、
金属被覆
の場合

目視

a

b

・ひび割れ、剥離
損傷
・鉄筋露出
・劣化の兆候など

・穴あきの有無
・水面上の鋼材の
腐食
・表面の傷の状況
・継手の腐食状況

・欠陥面積率

・鋼材の腐食、露
出
・被覆材の損傷
・保護カバー等の
状態

-

c

変状

c

・移動量
・沈下量

a

b

c
b

c

b b

d

老朽化度

目視

目視

鋼材の腐食、亀裂、損
傷（防食工を施してい
る場合）

被覆防食
工

塗装の場
合

d dd

調査項目 調査方法調査位置 確認される変状の程度
スパン毎の老朽化度の評価

b

- -

c

鋼矢板等

矢板式
護岸

護岸法線 凸凹、出入り

上部工
コンクリートの劣
化、損傷

c

b
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□ ■

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

検討された工法 No.21 護岸 No.2鋼構造物：Ⅰ-Ａ-１，Ｂ-２，Ｂ-３，Ⅱ-Ａ-２

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

機能保全計画の比較工法

対策方針 鋼矢板の穴あき箇所の補強工と防食工法

適用範囲

工法決定要因

シナリオ概要

水上 水中

シナリオ設定工法

選定工法

工法名 腐食孔補修、被覆防食+電気防食

鋼矢板に孔食が見られることから早急な補修が必要と判断される。

今後の腐食の進行を防止する対策を合わせて行うものとする。

シナリオ１：前面鋼矢板の鋼板補強＋有機ライニング＋電気防食案（鋼矢板穴あき部等の鋼材補強と、有機ライニング及び電気防食工の組合せ）

シナリオ２：前面鋼矢板の鋼板補強＋被覆防食＋電気防食案（鋼矢板穴あき部等の鋼板補強と、被覆防食工及び電気防食工の組合せ）

シナリオ３：前面鋼矢板の鋼板補強と被覆防食案（鋼矢板穴あき部等の鋼板補強と被覆防食工の組合せ）
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標準断面図

着手前 完成

No.21 護岸 No.3

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事 単価（直工） 283 千円/m

平面図・標準断面図（横断図）

写真（補修前・補修後）

実施された工法 鋼構造物：Ⅰ－Ａ－１，Ⅰ－Ｂ－３，Ⅱ－A－２

被覆防食

（ﾍﾟﾄﾛﾗﾀﾑ被覆）

ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金陽極

（2.5A×30年型）

※鋼板補強については開孔が１カ所のみで

あり、標準断面図上に表示されていない。
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矢板の腐食 上部工の鉄筋腐食

詳細調査の有無、実施内容と結果概要

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

有
・矢板の潜水目視・肉厚調査：基部に近い範囲では、腐食孔多数。それ以外は一部で腐食しろが約８年。
・上部工（RC)の圧縮強度試験、中性化深さ測定：問題なし　　・塩化物イオン濃度：限界値（2.0kg/m3）を大幅超え。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和61～62年

部材名 本体（鋼矢板）

□ 無 ■

断面図

施設種類 護岸 構造種類 矢板構造 建設年度

No.1No.22 護岸
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■ ■

上部工

鋼矢板

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

対策コスト一覧

コスト縮減効果

工法名 上部工打換え、ペトロラタムライニング+電気防食

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

鋼矢板の補修と腐食の進行を抑える対策

シナリオ設定工法

No.2

選定工法

検討された工法

機能保全計画の比較工法

No.22 護岸コンクリート構造物：Ⅱ-D-１、鋼構造物：Ⅰ-Ａ-１，Ｂ-２，Ｂ-３

上部工は塩化物イオン濃度が

限界濃度を超え、鉄筋が腐食

している。考えられる「打ち替え」

「断面修復」のうち、経済的に

優れる「打ち替え」を選択する。

鋼矢板は腐食が進み開孔も

見られ、補修及び腐食の進行

を抑える対策が必要である。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 1,060

実施された工法 No.22 護岸コンクリート構造物：Ⅱ－D－１、鋼構造物：Ⅰ－Ａ－１，Ⅰ－Ｂ－３

実施の段階で控え矢板の老朽化が判明したため

控え矢板の更新も併せて実施された。
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矢板の腐食、開孔

構造種類 矢板式 建設年度

No.1No.23 護岸

詳細調査の有無、実施内容と結果概要

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

有 ・肉厚調査：一部貫通孔があるが、全体としては腐食代残存。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和48年度

部材名 矢板

□ 無 ■

断面図

施設種類 護岸

宮留護岸

脇防波堤

宮留防波堤

宮留船揚場

脇船揚場

 

スパン毎の老朽度評価

№5 №6 №7 №8
対象施設 調査項目 調査方法 老朽化度の判断基準

矢　板矢板式護岸 b
鋼材の腐食、
亀裂、損傷

目視
・穴あきの有無

・水面上の鋼材の腐食

・表面の傷の状況

・継手の腐食状況

開孔箇所から裏埋材が流出している兆候がある。

b
L.W.L付近に孔食がある。

全体的に発錆がある。
c

d 付着物は見られるが、発錆、開孔、損傷は見られない。

a a

c 部分的に発錆がある。

a
腐食による開孔や変形、その他著しい損傷がある。
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□ ■

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

LCC比較

No.2

選定工法

検討された工法

機能保全計画の比較工法

No.23 護岸鋼構造物：Ⅰ-A-１，B-２，Ｂ-３，Ｂ-４

工法名 電気防食＋ペトロラタム被覆工法

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

開孔部の補修、腐食進行の抑制

シナリオ設定工法 鋼矢板に腐食による貫通孔が確認され、今後の貫通孔拡大に伴う裏込材の流出が懸念される。

開口部については補修を行い、鋼矢板の腐食に着目して対策工法を検討する。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 206

実施された工法 No.23 護岸鋼構造物：Ⅰ-A-１、Ｂ-３

アルミニウム合金陽極
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上部 下部

鋼矢板の開孔（開口部からの水の流出）

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

有
（実施内容）

No.1No.24 突堤

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

平成5年～平成5年

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 鋼矢板

詳細調査の有無・実施内容

■ 無 □

平面図・断面図

施設種類 突堤 構造種類 直立型・矢板式 建設年度

No.1 No.2

隣接する上部工との間に20cm以
上の凹凸がある。

性能を損なうような法線のはら
み出しがある。

法線のはらみ出しがある。

隣接する上部工との間に10～
20cm程度の凹凸がある。

c
上記以外の場合で、隣接する上
部工との間に10cm未満の凹凸が
ある。

d 変状なし。

スパン毎の老
朽化度の評価老朽

化度
対象施設

a

c d
・移動量
・沈下量

b

調査位置 調査方法調査項目 変状 確認される変状の程度

防波堤法線 凸凹、出入り 目視

腐食による開孔や変形、その他
著しい損傷がある。

開孔箇所から裏理材が流出して
いる兆候がある。

L.W.L付近に孔食がある。

全体的に発錆がある。

ｃ 部分的に発錆がある。

d
付着物は見られるが、発錆、開
孔、損傷は見られない。

b
矢板

または
杭式

防波堤

a

a b
鋼材の腐食、亀裂、損
傷（防食工を施している
場合）

目視

・穴あきの有無
・水面上の鋼材の腐食
・表面の傷の状況
・継手の腐食状況
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■ ■

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（採用した工法・断面図）

No.2

鋼矢板の損傷、腐食に着目して対策工法の検討を行う。

シナリオ設定工法

水中

機能保全計画の選定工法

対策方針

適用範囲

No.24 突堤鋼構造物：Ⅰ-Ｂ-３，Ｂ-４，Ⅱ-Ａ-１，Ａ-２

工法決定要因

検討された工法

水上

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

シナリオ概要

選定工法

工法名 鉄筋コンクリート被覆工法

シナリオ①：（河川側）鉄筋コンクリート被覆工法

シナリオ②：（河川側）ペトロラタム被覆工法（耐食性金属保護カバー方式

シナリオ③：（河川側）モルタル被覆工法（樹脂製保護カバー方式

鋼矢板に腐食が広く見られ、開孔部からの出水も見られる。

放置すると今後、施設の機能に影響を及ぼす恐れがあるため、

鋼矢板の損傷、腐食に着目した対策を検討する。
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補修前 補修後

No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 232

実施された工法 No.24 突堤鋼構造物：Ⅱ-A-１，Ａ-2

鋼板溶接詳細（水平図）

標準断面図
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※機能保全計画書では上部工として診断されている（構造上は本体工と思われる）。

ひび割れ ひび割れ、欠損 ひび割れ、欠損

No.25 防砂堤 No.1

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

施設種類 防砂堤 構造種類 ｺﾝｸﾘｰﾄ単塊式 建設年度 昭和６年

断面図

老朽化の状況（写真）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 上部工

詳細調査の有無・実施内容

□ 無 ■ 有 ・圧縮強度試験：特に異常なし。

老朽化度・健全度評価の結果
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■ □

シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

対策コスト一覧

コスト縮減効果

No.2

大きいひび割れと断面欠損箇所の補修

検討された工法 No.25 防砂堤ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅰ-Ｂ-２，Ｃ-３，Ⅱ-Ｄ-１

工法名 打ち換え工法

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

機能保全計画の比較工法

シナリオ設定工法

シナリオ概要

選定工法

大規模なひび割れ、欠損等の損傷が確認され、施設の機能が低下している状態である。

そのため「施設の更新」を含めた抜本的な対策を検討する必要がある。
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No.25 防砂堤 No.3

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事 単価（直工） 308 千円/m

平面図・標準断面図（横断図）

写真（補修前・補修後）

実施された工法 ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ－Ｄ－１
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上部工のひび割れ 矢板の開孔 矢板の開孔

構造種類 二重矢板式 建設年度

No.1No.26 防砂堤

詳細調査の有無、実施内容と結果概要

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

有
・矢板、肉厚調査：残存腐食代あり。
・上部工、塩化物イオン濃度：4年度に限界値（2.0kg/m3）に達し、18年後に進行期に入る。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和56年

部材名 矢板

□ 無 ■

断面図

施設種類 防砂堤

⑧
防
波
堤

②
防
砂
提
　
L=62.2m

③
船
揚
場

④
物
揚
場

L=
30
.0
m

L=
70
.0
m

L=8.5m

L=24.7m

L=29.0m

L=17.5m

鋼矢板等
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■ □

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

※比較されたシナリオと対策コストには上部工が含まれている

シナリオ比較

対策コスト一覧

コスト縮減効果

No.2

選定工法

検討された工法

機能保全計画の比較工法

No.26 防砂堤鋼構造物：Ⅰ-Ｂ-３，Ⅱ-Ａ-１，Ａ-２

工法名 コンクリート打設（矢板防護）

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

上部工修復、開孔部の補修と矢板防護

シナリオ設定工法
上部工については進行期となる前（15年後）に断面修復を柱とした対策を実施するシナリオとし、

矢板部はサンドエローションによる開孔と思われるため、矢板前面を防護する対策を検討する。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 127

実施された工法 No.26 防砂堤鋼構造物：Ⅱ－Ａ－１

着工前

着工前

完成

完成

矢板防護コンクリート
24‐8‐25

矢板防護コンクリート
24‐8‐25

※シナリオにある上部工対策は直ちに実施するものでなく、

将来的に老朽化が進行した際の対策とする。現時点では

対策を実施しない。
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